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はじめに
　昨年の論文では、第４次産業革命と呼ばれてい
るこの大変革期に、その主人公となる社会人や学
生が、今後ＡＩを中心とした技術に関してどのよ
うな教育を受ける必要があるかについて、落合陽
一氏の著書『デジタルネイチャー』を手掛かりに
考察を進め、次の３つの提言を行った。
① 実践的な職業教育の拡大・充実（会社に入って
からでのＯＪＴでは遅い）
② 企業人へのリカレント教育の早期対応（費用負
担、会社でのポジション補償、等）
③ 企業ＯＢの再活用（専門人材としての活用につ
なげる）
　それから１年を経て様々な状況変化や技術発展
が起きた。特に、ＡＩの応用技術や活用技術につ
いては、これまで行われていた予測・予想の時期
を超え、欧米を始めとして日本の中でも一部の業
種・業態企業にすでに定着しつつある。同時に今
回のタイトルに入れた『ＤＸ（デジタルトランス
フォーメーション）』という言葉が、すべての企
業に課せられた課題として大きくクローズアップ
されてきているのが現状であると言えよう。今回
は、こうした時代の要請を、事例を含めた形で背
景として最初に紹介し、前回でも検討したＡＩ教
育の在り方に関しての考察を一歩進めていきたい
と思う。
ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）とは
何か
　経済産業省が平成30年９月７日に発表した『Ｄ
Ｘレポート～ＩＴシステム「2025年の崖」の克服
とＤＸの本格的な展開～』は、実に多くの企業に
衝撃を与えた。「2025年の崖」という言葉は、日
本のＩＴベンダーにとってそれ以来様々な顧客対
応の場面で、必ず何らかの解決策を明示しなけれ
ばならないキーワードとなり、同時に巨大な海外
のプラットフォーマーやメーカーとの激しい戦い
を強いられるきっかけともなった。詳細について
は、参考文献に譲るが、ＤＸの定義として下記に
示す記述がこのレポートの中にある。
　なかなか難解な定義で、よく言葉の意味を理解
した上で自社の現状に突き合わせることが必要だ
が、この文書には「2025年の崖」を踏みはずして、
それに対応できない場合にどうなるかを図解した
ものが付与されている。おそらく多くの経営者や
経営企画部門のスタフは、まずこの図を見て、自
社の立ち位置やどんな施策を打つべきかを検討し
ているのが現状だと思う。さすがに大企業の中で
も特に金融メガバンクはすでにこの対応を完了し
ているところが多い。一方、中小企業ではこれか
ら対応を検討する、または現在検討中が殆どであ
るが、実はすでに対応を終えた企業も存在してお
り、こうした企業の多くは若手経営者が中核とな
っている。彼らは、自ら中心となって采配を振る
い（場合によってはＡＩの構築まで行い）改革を
実現している。（これらについては後述する）
デジタル・プラットフォーマーの動き
　『ＧＡＦＡ』という言葉は、アメリカの４つの
巨大会社Google、Apple、Facebook、Amazonの
頭文字を取って作られた合成語であるが、2019年
日本のマスメディア（新聞、書籍、雑誌、等）で
も大きく取上げられたもので『デジタル・プラッ
トフォーマー』とも言われる。ところで、そもそ
も『プラットフォーム』とは、どんな意味を持つ
言葉なのかを改めて確認する必要がある。この『プ
ラットフォーム』を提供し最初にビジネスを成功
させた会社が、『ＧＡＦＡ』であり、現在は様々
な会社が名乗りを上げている状況である。その定
義と役割について、私は次のように考えている。
　『インターネット上に自社が運営する「場」（こ
れがプラットフォーム）を作りだし、独自の方式
で製品やサービスを、プラットフォーム参加者に
提供し、参加者自身もその場を活用して新たな価
値を形成していくモデル』。こうしたプラットフ
ォームに参加するための費用は、通常の場合には
無料である。これまでのビジネスモデルでは、作
り手（製作者）と使い手（消費者）の間が一本の
パイプのような関係で繋がっていた。サプライチ
ェーンやバリューチェーンなどの言い方で、その
流れが何本も並行に流れていたと考えられる。一
方、『プラットフォーム』では「線」ではなく、
２次元的な「場」を提供し、その中に消費者も製
作者も巻き込んでしまうやり方となる。この『プ
ラットフォーム』の経済原理として必ず指摘され
るものが、「ネットワーク効果」である。ネット
ワーク効果はさらに直接ネットワーク効果と間接
ネットワーク効果の２種類に分かれる。前者は、
利用者が増えれば増えるほど、利用者にとっての
サービス価値が高まり、利用者がさらに増えると
いうものであり、後者は利用者が増えれば増える
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ほど、広告主にとっても広告を出すことの価値が
高まるため、広告主の増加につながるというもの
である。後者の広告主の話が、『プラットフォーム』
を一般の利用者が無料利用できるにも関わらず、
一方で『プラットフォーマー』が巨額の富を産み
出しているのかという理由を説明していることに
つながる。ちなみに、この方式を最初に発明した
会社がGoogleである。さて、上記の図は今年度の
総務省「情報通信白書」から抜粋したものだが、
日本、米国、中国の主要プラットフォーマーを主
要分野別に分類している。
　現在日本では『ＧＡＦＡ』に対して、政府が巨
大ＩＴ規制策（デジタル・プラットフォーマー取
引透明化法案）をまとめているところで、ビジネ
スを進めるうえで『ＧＡＦＡ』と取引先の事業者
（下請け業者）との取引環境をいかに改善するか
が焦点になっている。一方で、現実のビジネス現
場では、それとは別にこれまで同様「楽天」や「ヤ
フー」が『ＧＡＦＡ』との間でプラットフォーマ
ー間の戦いを繰り広げている。その状況が典型的
に現れた出来事が、今年度後半に発表されたヤフ
ーの２つの合併話であった。最初は、ＺＯＺＯ株
式会社の吸収であり、次がＬＩＮＥ株式会社との
経営統合である。これによって「ヤフー」は「楽
天」を抜いて日本では第１位のプラットフォーマ
ーになる予定なのだが、ヤフーとＬＩＮＥの経営
統合正式発表の際に以下の資料を自ら提示してい
た。
　『ＧＡＦＡ』と比較して、ヤフー陣営は企業規
模では１ケタ差の差がある。特に、研究開発費に
おいては圧倒的な差を付けられている。ヤフー陣
営では、特に今後ＡＩに焦点を当てた研究開発を
重点的に行い、新たなサービスを発表したいと宣
言している。
（ZHD・ＬＩＮＥ共同記者会見資料に一部文字追
加。ZHDとはヤフー持ち株会社を示す。）
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　ちなみに、『ＧＡＦＡ』等のプラットフォーマ
ーは、先程の分野別の表でも一部明らかであるが、
それぞれ独自の事業構造を持っている。「情報通
信白書」に掲載されている売上高の表を次に掲載
する。
　ここで特徴的に現れているのは、Appleだけが
ハードウェア（その中心がiPhone）で高い売上を
上げているということである。先に記述したよう
に、プラットフォーム無料サービスと深く結びつ
いた広告収入によってGoogleやFacebookは売上
の９割近くが占められている。ヤフーが今後直接
の競争相手と考えているAmazonは当然電子商取
引が主体であるが、この会社の研究開発費が他の
プラットフォーマーと比較して飛びぬけて高いこ
とは有名な話である。例え赤字になっても投資キ
ャッシュフローを絶対に低くしないということで
徹底した会社なのである。
　日本ではヤフーだけではなく、いまやＺＡＲＡ
に 次 ぐ 世 界 第 二 位 の Ｓ Ｐ Ａ（Specialty store 
retailer of private label apparelの略称）となっ
たユニクロも今後こうした世界のプラットフォー
マーとの厳しい競争にさらされることになる。
日本の中での新たな動き
　デジタル・プラットフォーマーの説明から日本
のプラットフォーマーがどのような立ち位置で活
動しているかを概観してきたが、最初に述べた 
ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）が果
たしてどの程度実現されているかを少し確認して
おきたい。
　下記の図表は経済産業省のレポートから引用し
たものだが、実際に各企業の中で持っているシス
テムがどのくらいレガシー化（老朽化、複雑化、
肥大化、ブラックボックス化）されているかを調
査したものだ。何と８割の企業が、レガシー化さ
れたシステムを抱えていることを示している。
　この調査は、大企業を中心に行われたものなの
で、日本の企業の中核となっている中小企業では
さらに深刻な結果が予想される。一方で、こうし
総務省（2019）「デジタル経済の将来像に関する
調査研究」　各社決算資料を基に作成
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たシステムの老朽化や複雑化などは、企業の規模
が大きいが故に発生している可能性も強い。様々
なシステムを部門ごとに抱えている弊害としてシ
ステムのメンテンスが頻繁に発生し、本格的にシ
ステム間の連携やシステム全体を見直して再構築
する機会が見いだせずに今まで来てしまったとい
う考え方も存在する。
　そのため、逆に中小企業の中にはシステムの全
面的な再構築や最新技術を活用したリニューアル
を軽々と行っている事例が存在している。これか
らいくつかの成功事例を紹介するが、それらに共
通していることは、①経営者が若手で自ら率先し
て改革に取組んでいること、②最新の技術をメー
カーと協力しながら積極的に取入れていること、
③顧客の要望や満足度を充分に考慮しながら改革
を進め、不都合があれば早期に修正・改善を行っ
ていること、等が挙げられる。
（1） 旅館業の改革　　鶴巻温泉　元湯 陣屋 
（株式会社陣屋）
【概要】
　小田急線で新宿から約１時間の鶴巻温泉駅近く
に建つ大正七年創業の老舗旅館である。
　鎌倉幕府四天王 和田義盛公別邸跡に建てられ
た１万坪を越す庭園を持つ由緒ある旅館であり、
20の客室とレストラン・宴会場・結婚式場など６
つの会場を持ち、小規模ながらも鶴巻という地で
長く営業を続けてきた。ところが、2009年に突然
オーナーが他界したことやリーマンショック後の
売上低迷により大赤字（10億円）を抱え、旅館存
続の危機を迎えることになってしまった。そこで、
30代の息子夫婦がこの旅館建直しをまかされた訳
だが、その際に後述するように非常に先進的なＩ
ＣＴ技術を取入れ、旅館従業員とともにそれを使
いこなし、見事に2011年には黒字化に転換し、
2018年には売上高が６億1400万円という継承時点
からの倍増を成し遂げた事例である。中小企業の
ＩＣＴ活用事例として著名なものであり、中小企
業白書等の掲載やマスコミにも数多く取上げら
れ、2018年には総務省から優れたサービスを提供
した事業者を対象とする「日本サービス大賞」の
総務大臣賞を受賞している。
【ＤＸとしての評価ポイント】
　ここでは、ＤＸというデジタル化推進を経営者
がどのような観点や考え方で進めていったのかと
いう点から評価してみる。
・ 10年前に先進的なＩＣＴシステムを選択したこと
　まず驚かされるのは2009年という時点で、「ク
ラウドシステム」を導入することを決断している
ことである。この旅館で導入したのは、セールス
フォース・ドットコム社のＣＲＭ（顧客管理シス
テム）である。今では世界No.1のＣＲＭ提供会社
になっているセールスフォース・ドットコム社で
あるが、この当時は「クラウドシステム」のセキ
ュリティに対する不安が強く、この会社自体がこ
れほど成長するとみる人間はそう多くはなかった
と思う。（ちなみに、大企業の中では2007年に旧
郵政省の顧客管理システムに日本側の応札を退け
セールスフォース・ドットコム社が導入され、衝
撃を受けたことを私は記憶している。）それにし
ても従業員がアルバイトも含めて100名足らずの
会社である。そこで、一言でいえば自社でサーバ
ーを持つのではなく、サーバーやその上に乗る 
ＣＲＭシステム自体も含めて月額利用で借用して
いくという考え方を採用し、利用者側（旅館側）は、
ＰＣだけでなくiPadやスマートフォンの利用をメ
インとする仕事方式への大変革を行ったというこ
とになる。
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・経営者と従業員の強い結びつき
　こうした動きに対して、当然従来からこの旅館
に勤務していた従業員から強い反発が出たが、そ
もそも作業分担が細かすぎて、従業員数が多すぎ
ると最初から見抜いていた30代の若き経営者は、
次々と改革案に着手するとともに、従業員一人一
人との対話を重ねていった。「スモールスタート
アップ」、小さく始めて失敗であれば修正してい
くというやり方を繰り返し、従業員にも「マルチ
タスク化」を依頼していった。さらに、離職率削
減のため、旅館としてはとても珍しい週休３日制
を2016年から取入れていった。このおかげで３割
を超えていた離職率が３％にまで減ったという。
同時に人員数も当初の120名（アルバイト含む）
から40名程度まで削減された。
・プラットフォームの形成
　もう一つ素晴らしいと感じたことは、この旅館
で開発したシステム「陣屋コネクト」を2012年か
ら外販利用に向けたことである。現在は、旅館の
ほかにホテルやレストランなど全国340の施設で
利用されているという。これこそ旅館業の中から
生まれた、「旅館プラットフォーム」である。さ
らに、2016年には「宿屋ＥＸＰＯ」という旅館同
士のネットワーク（これもプラットフォーム化）
も開始させている。「資本関係のない旅館やホテ
ルが緩やかに連携することを目指す」もので、食
材の共同調達、人材の融通、技術交流などを行っ
て大手のホテルチェーンなどに対抗していこうと
するものである。
・経営者の思考方法
　とにかく考え方が柔軟で、すぐに実行を開始し
ていく。跡継ぎの夫婦二人は夫がそれまでホンダ
で開発を担当していた技術者であり、妻は一般の
企業に営業補助職として勤めていた女性である。
全く旅館業には素人だったからこそ、客観的にこ
の旅館経営の問題点が見えたのだと思う。社長の
宮﨑富夫氏はホンダで培った技術者精神を活用し
て本当に重要なものは、他社にまかせることなく
自社で独自開発する姿勢を貫いていった。一番従
業員や顧客と身近に接する女将である宮﨑知子氏
は、とにかく陣屋コネクトの社内普及活動とワー
クスタイル変革に力を注いできた。「やるべきこ
とを10年間続けてきた」と言い切っている。そし
て「それは今後も引き続き進めていかなければな
らない。情報共有の徹底として、様々なＩＣＴ機
器を自由に使えるようにしてＳＮＳ活用も進め
た。しかし、ＩＣＴはあくまでも道具であると認
識して、常にシステムやオペレーションの改善を
模索しながら工夫して10年が過ぎた」と述べてい
る。現在、多くの会社で実施が推進されている「働
き方改革」をこれほど前から本質的な部分（なぜ
改革が必要で、何を改革すべきかを明確に認識し
て行動に出る）を深く理解した上で進めてきたか
らこそ成功が得られたのだと思う。陣屋コネクト
だけでは、現在のクラウドを含めたＩｏＴにあた
る部分しか実現できなかったが、それをプラット
フォーム化することによってこれまで以上のビッ
グデータの蓄積と、ＡＩの活用が可能になってい
るはずである。当初そこまで先を読んでいたかど
うかはわからないが、実に目の付け所の良さと軽
快な行動が際立っている事例だと思う。
（2） 老舗飲食・小売店が「勘」ではなく「データ」
で生産性向上　有限会社ゑびや
【概要】
　三重県伊勢市の伊勢神宮近くで1912年に創業し
た「伊勢ゑびや／ゑびや商店」が、2017年に伊勢
神宮の式年遷宮をきっかけに代替わり（専務が新
社長になった）を行って、徹底的なビジネス改革
を実施した。この事例の技術的な特徴は、非常に
高度なＡＩ予測技術を実現して、それを店の運営
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で活躍させていることである。この店のシステム
は、クラウド（マイクロソフト社）を土台に、社
長自らもプログラミング開発に参加した「来客予
測ＡＩ」と、監視カメラと交通量調査システムを
活用した「画像解析ＡＩ」で構成されている。こ
のシステム導入によって、「予測的中率90％超」
を実現し、導入前後で売上５倍、利益率10倍、平
均給与＋５万円アップを達成した。今から２年前
の出来事であり、今後の東京オリンピックによる
インバウンド需要への対応も当然視野にいれた改
善も進められていることが予想される。この事例
も数多くのマスコミ取材が行われ、2018年中小企
業庁「はばたく中小企業・小規模事業者300社」
に選出されている。
　また、この店のブランディングデザインに対し
ては、2017年度グッドデザイン賞が贈られている。
【ＤＸとしての評価ポイント】
　先の事例同様に、この会社の経営者がどのよう
な考え方で改革を進めたかを評価してみたい。
・ マーケティング戦略、先進技術導入に対する迷
いのなさ
　先の例もそうだったが、この有限会社も代替わ
りで新たな世代（30代）が経営を行うことになっ
た。この店の新しい経営者は、もともとＩＴ会社
（ソフトバンク社）でプロジェクト開発を行い、
ちょうどプロジェクトが一段落したときに、代替
わりの話が舞い込んできたようだ。そして、初め
て店の実態を詳しく見ることになったが、彼は「も
のすごく時代遅れなお店だったことが、おもしろ
い」と感じたという。「伊勢という知名度、マー
ケットの規模感、エリアの経済規模から考えて、
商品開発やデザイン、マーケティングコミュニケ
ーションを含めたノウハウ、そしてＩＴのソリュ
ーションをぶち込んで“改革”すれば『イケる』
と思ったんです。商店街そのものにも、ものすご
いポテンシャルを感じました。『このお店が盛り
上がれば、この商店街、そして伊勢全体が盛り上
がる』、そう感じたんです。」と語っている。ＩＴ
会社で技術の動向を把握していたこともあり、非
常に動きが素早く、クラウドの導入（マイクロソ
フト社）やその関連でマイクロソフト社と連携し
ながら、しかも独自性を出せるように自社開発を
進めている。陣屋の場合もそうだが、ＩＴベンダ
ーへの丸投げは決して行っておらず、適切な距離
を置いて「ウイン・ウイン」の関係を築いている
点が素晴らしいと思う。
・ システム部門の分社化によるシステム外販開発
の開始
　この会社ではＡＩ導入後１年足らずの2018年６
月にシステム部門を独立して（株）EBILABを設
立した。店の２階がこの会社の場所になっている。
外販メニューは、店舗向けのＢＩ（経営分析）ツ
ールの開発、サービス業向けＩｏＴツール開発／
販売、店舗向け画像解析ＡＩツール販売、機械学
習による来客予測／自動発注の開発販売等であ
る。これらは、すでにゑびやの中で使い込まれた
システムをカスタマイズし、クラウドはマイクロ
ソフトを使用することが想定されている。
　この考え方は、先程の経営者の言葉を具現化し
たもので、ゑびや本体での開発段階から想定して
いたものだと思う。これもレストランオペレーシ
ョン部門での「プラットフォーム化」である。
・ お客様は、“人”であること、ＡＩはあくまで
もツール
　人でなければできないことは徹底して人が行
う。これが、経営者の信念であり、この改革でま
ず手をつけたのが「従業員の教育」だった。“お
客様にサービスの心をもって接する”という感覚
の欠如を一掃するために、「お客様へのおもてな
しの質」「仕事に関わる従業員・生産者の満足度」
の二つを高めたいという考えを浸透させ、ＡＩは
あらゆる無駄を排除するためにこそ使う。「おも
てなし」に関しては、例えば、食堂ではその日の
メニュー注文想定数を把握しているので、お客様
に10分以内に料理を提供できる準備ができてい
る。伊勢神宮の参拝時間にも制限がある環境の中
で、観光客には非常に大切な“時間”も重要なお
もてなし材料となる。また、スタッフの注力が単
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純作業から対人コミュニケーションにシフトでき
るので、暑い日にはできるだけ凍ったおしぼりを
提供するとか、折り紙を折って渡すとか、お金に
換えられない価値の提供が可能になる。究極的に
は、スタッフが「時間があるのでお客さまに伊勢
神宮を案内してきます」と言える世界にしたいと
まで言っている。ＩＴの専門家が立ち上げた店な
ので、どうしてもそこを前面に押し出したくなる
のではと想像しがちだが、実は全く異なり地元産
業とも協業し、三重の魅力を詰め込んだお店づく
りや品揃えを実現し、中小企業庁の言葉を借りれ
ば「伝統の再定義と最先端技術導入による店舗経
営」を実現している。
　さて、中小企業で目覚ましい改革を行った２社
を紹介したが、これらはＢｔｏＣ（顧客向けビジ
ネス）を実施している会社だった。これ以外にＢ
ｔｏＢ（会社間ビジネス）でのデジタル変革で成
功している会社も多く存在している。たとえば、
埼玉県の精密板金加工を行う株式会社井口一世、
新潟市の建設リースの杉﨑リース工業株式会社な
どがそれにあたる。株式会社井口一世は、ビッグ
データやＩｏＴの話が出るかなり以前の時期から
自社内でデータアナリストを育成し独自の技術で
競合他社を引き離して業績を向上させている。ま
た、杉﨑リース工業は、ＫＤＤＩとタイアップし
て、全国の工場のリース機材の状況をカメラ映像
で一元管理し、営業効率と安全性を向上させてい
る。これらのケースも、まず何を目指すか（何を
行う必要があるか）を明確にしたうえで、その時
点で最適のツールや加工機械を導入している。陣
屋やゑびやでも同様であるが、「How to」を先行
するのではなく「Why」「What」をじっくりと
考えて改革のプランを具体化しているということ
がとても重要である。
大企業の発想と取組み
　このような中小企業の先進事例と比較して、最
初にみたように大企業の８割でレガシーシステム
を抱えている。さらに、企業規模が拡大すればす
るほど組織間での調整の必要が生じ、中小企業で
は存在が目立たない余分な時間が必要となってく
る。こうした状況に対して、経営トップがどのよ
うに考えているのかを、日経ＢＰ総研のアンケー
ト調査結果から見てみたい。
　最初のグラフが、ＤＸプロジェクトに対する経
営者の姿勢を現し、次のグラフはＤＸが実際にど
の程度進んでいるのか、さらに最後のグラフはこ
のＤＸプロジェクトを推進し成功させるために見
直しや強化が必要となる施策を聞いたものである。
この３種類のグラフをどう判断するべきだろうか。
　私は、この最初の２つのグラフの割合を見て大
企業の経営者が本当にＤＸ化を進めようと真剣に
考えているのかかなり疑問に思った。ＤＸの推進
については、私自身もコンサルタントの立場で、
これまでも中小企業の経営者や経営企画部門の管
理者に講演や事例解説を行っている。東京都は、
特にＩＴ関連の中小企業が多く、彼らの多くはＩ
Ｔベンダーの下請けを行っている。従って、彼ら
にとっては自社の先行きを左右する依頼元の動向
に非常に強い関心を寄せている。しかも、自身の
会社自体もデジタル化することに意欲的である。
製造業の中小企業では、さすがにまだデジタル改
革の意味が理解できていない会社も多く、その意
味では啓蒙活動が必要だが、厚労省の教育活動が
ようやく本格化してきており、ＡＩやＩｏＴの内
容や具体的な事例に対して興味を持ち、自社で展
開をしたいという気持ちが事例解説などの場面で
は伝わってくる。一方で、このグラフを見ると、
最初のグラフでＤＸに取り組む大企業の41.6％
が、「（経営者はＤＸの）重要性を理解しているも
のの、現場任せ」と回答している。ＤＸの推進者
は経営者本人の仕事ではないのだろうか。ＤＸを
推進している企業は、全体の３社に１社の36.5％
とのことで、この数字をどう読むかは難しいが、
現場に丸投げをしている経営者が４割以上もいて
は問題なのではないだろうか。中小企業先進事例
のことを思い起こして頂きたいところだ。次の円
グラフも要注意である。経営者がＤＸの本質や重
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要性を実はよく分かっていない可能性が、ここで
は見え隠れしている。ＡＩなどを活用したデジタ
ルサービスのＰｏＣ（概念実証）に取り組むこと
を、「ＤＸに取り組んでいる」と勘違いしてはい
ないだろうか。そして最後の棒グラフだが、9.5
％にしかなっていない「経営層の入れ替え」が、
むしろ重点的に取り組む問題ではないのだろう
か。ＧＡＦＡや中国のＢＡＴにしてもＣＥＯやＣ
ＩＯは30代から40代の若い世代が務めて活躍して
いるのが現代ビジネスである。ＩＴ業界はさすが
に日本でも年齢層が低くなっているが、これから
は産業界の壁が崩されるディスラプションの時代
である。業界自体が時代の流れをつかみ変化を創
りだしていかなければ、グローバルレベルで押し
寄せるライバル企業に負け吸収されるか、下請化
してしまう時代である。そのためには企業がＩＣ
Ｔ技術を様々な階層で理解していくことが必須に
なってきていることを強く認識すべきだ。
ＡＩを中心とした技術と教育のあり方
　前半では、ＤＸをキーワードにして、プラット
フォーマーの動き、日本でのＤＸ化の現状、その
中で特に先進事例として中小企業の２つの事例の
紹介と大企業の比較などを概観した。この事例紹
介で経営者として改革を進めてきた方々は、30代
が中心で、ある程度はＩＣＴ技術を習得している
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がプロミング技術者ではない。どちらかといえば
プロジェクトリーダーを経験してきた方々であ
る。そして、事例の中でも強調したことだが、「Ｉ
Ｔツールの限界」をよく心得ている人達である。
最近のマーケティング戦略では、「顧客満足（Ｃ
Ｓ）」ではなく更にその上にある「顧客経験（ＣＸ）」
を目指すべきだということが、いたるところで語
られている。顧客が商品やサービスに満足するだ
けでは不十分で、そのサービスや商品に対してど
んな「体験」やよい「思い」を持ってくれたか、
そしてその良好な経験をもとに店舗への再訪や、
製品・商品を再購入したりすることだけでなく、
他人にそうした製品やサービスを自ら薦めるレベ
ルにまで変革できているかをＣＲＭなどのツール
利用して真剣に日々検討している。この変化は、
「機能的なレベル」から「感覚・感情的なレベル」
まで顧客対応（マーケティング）が進化しなけれ
ば、ビジネスに対応できなくなって来ていること
を示している。いまだにＣＳやそれ以前の改善活
動のやり方が通用すると考えていてはビジネスそ
のものが成り立たなくなっているのである。当然、
そのもとにあるのは豊かな感情持った人間の存在
である。先の成功事例を読んでいて、強く感じる
のはこうした実に自然な人間に対する感性や感情
を持った方々が存在しているからこそ、充実した
顧客対応が成立しているという事実である。ベー
スになるのはあくまでも広く深い常識を持った人
間の存在と決断だと考える。
ＰＩＳＡ2018の示す意味を考える
　2019年12月３日に経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）
は、世界79カ国・地域の15歳約60万人の生徒を対
象に2018年に行った学習到達度調査（ＰＩＳＡ）
の結果を公表した。日本は「読解力」で15位とな
り、前回15年調査の８位から大きく後退した。第
二の「ＰＩＳＡショック」かと新聞等でも報じら
れた話題である。
　日本が読解力で急落した原因について、日経新
聞によると「ＯＥＣＤのシュライヒャー教育・ス
キル局長は『日本の生徒はデジタル時代の複雑な
文章を読むのに慣れていない』とみる。」と書かれ
ていたが、果たしてそれだけの理由なのだろうか。
　この図は「ＰＩＳＡショック」と呼ばれた2003
年のＰＩＳＡ結果による教育界への影響の顛末
を、京都大学の松下佳代教授がまとめた「教育テ
スト研究センターＣＲＥＴシンポジウム2010.12
報告書」から掲載しているが、「ゆとり教育」か
ら「学力向上教育」への転換と準備はＰＩＳＡの
結果が出る以前から水面下で進められていたよう
だ。松下教授は、2009年のＰＩＳＡ結果を評価し
て、次のような総括を述べている。「ＰＩＳＡ
2009では、３つのリテラシーのうち読解の得点だ
けが有意に上昇し，読解リテラシーについてはリ
テラシーの質や情意面でも改善がみられた。「読
解力向上」に力を入れてきた教育政策が、こうし
たＰＩＳＡ2009の結果につながった可能性は高
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い。だが，それは下位層を増やすという副作用を
伴って達成された結果であることにも目を向ける
必要がある。数学や科学のリテラシーでは読解リ
テラシーほどの変化はみられないことも考えあわ
せると、ＰＩＳＡの成績向上を目的としてこれだ
け大がかりな政策転換を行った割に、得られた成
果は限定的であるともいえるのである」。下線部
は、私が引いたものだが、思わず考えさせられる
コメントだ。そして今回の結果が出てきたわけで
ある。文科省は、ＰＩＳＡ2018に対して大臣コメ
ントとして、「読解力」が2015年度よりさらに低
下し、低得点層が拡大したことを認め、児童生徒
の学力向上を図るためとして、次の３点の対策を
示している。
・…来年度からの新学習指導要領の着実な実施によ
り、主体的・対話的で深い学びの視点からの授
業改善や、言語能力、情報活用能力育成のため
の指導の充実
・…学校における一人一台のコンピュータの実現等
のＩＣＴ環境の整備と効果的な活用
・…幼児期から高等教育段階までの教育の無償化・
負担軽減等による格差縮小に向けた質の高い教
育機会の提供
　特に私は、２点目にある「一人一台のコンピュ
ータの実現」という部分が気になる。学校で学生
に教育を行う際に、こうした読解力低下問題の根
幹にあるのは、情報操作系のリテラシー教育をど
のように行うかではなく、どれだけ豊かなコンテ
ンツを教師側が準備し、コンテクストを整備した
上で、学生と授業を進めながら繰り返しコンテン
ツの見直しを図っていくことが最も重要だと考え
ている。「ツールやＩＣＴ機器が使えるかではな
く、それをどんな問題にどのように適合させて解
決策を見つけていくか」こそが重要なのである。
私は、白梅学園で情報処理の担当講師を拝命し講
義を行っているが、新入生の前期にこれまで高校
生活で培ってきた「情報処理能力」を復習すると
ともに、パソコンで初級から中級レベルのワープ
ロ利用、表計算利用、プレゼンテーション資料作
成ができるように学習し、最後の段階で課題を与
えてグループ討議を行いクラス全員の前でプレゼ
ンテーションを行うというアクティブラーニング
を実施している。学んだことを利用して、第三者
に考えを示すという作業を体験することは、プレ
ゼンテーションという行為の本質に触れるとても
よい機会になる。社会人ではプレゼンテーション
自体が、必須の作業であり、例えば営業部門では
顧客の課題を整理し、問題点を検討した上で、解
決策を提示して客先でプレゼンテーションし、成
約を勝ち取ることを目指す。技術部門でも同様に
何を研究課題としていくか、例えばその予算の獲
得を目指してプレゼンが行われる。従って、世の
中に出ればどんな仕事であれ、こうした意思表示
の場は存在しており、その場でどれだけ適切な意
見や具体策を提示できるかが重要になるはずであ
る。先程のアクティブラーニングで毎年私が学生
に感じる「強み」は、彼らが積極的に課題解決に
入る、その素早さである。これは、これまでの学
習環境がグループ学習を主体に進められてきたか
らなのかとも推測される。また、インターネット
の情報検索も個人差はあるがほぼ的確に行ってい
る。他の講義で学習した内容を活用しているグル
ープもあり、これも大変よいことと評価している。
一方、「弱み」であるが、やはり経験不足である
こと。教壇にグループメンバーが並ぶとどうして
も緊張してしまい、聞いているクラスのメンバー
の顔を見ながら発表できる人間は殆どいない。大
体が、スマホに発表内容を入れていて、それを見
ながら発表するので下を見ながらの発表となる。
プレゼンテーション内容の作り方も経験が必要な
ので、これは今後の課題であるが、グループの中
に意見のまとめ方や表現方法が優れた人間がいる
とプレゼン内容が非常にユニークで素晴らしいも
のに変わることがある。毎回どんな発表になるか
がこの発表での大きな楽しみでもある。総じて言
えるのは、パソコンの台数や操作能力は二次的な
話で、どんな主張を行うかという全体的なシナリ
オを組み立てられるか、そのために同じグループ
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員間での意見の相違をどう調整していくのか、私
はどうしても一致できない部分があればそれを明
確に出すことが必要だと考えて指導している。そ
のような同意に基づき資料を作成していく中で、
インターネットから情報検索も必要であるし、情
報の真偽を確かめる議論も必要になってくると思
う。経験が必要というのは、このような繰り返し
を行い、誰でもイニシアティブを取れるようなス
キルを身に付けていくという意味である。ＰＩＳ
Ａの議論で出てきた、「読解力」とは、今の文章
で書いた「意見の相違を認めたり」「情報の真偽
を確かめたり」しながら、「全体のシナリオを組
立て」ていく能力のことを別の観点から言ってい
るのではないか。そしてこれをよりスキルレベル
で重層化していくことがＡＩを前提としたデジタ
ル社会では必要になってくるのではないかと考え
ている。
ＡＩについての考え方（教育的な側面で）
　ようやくＡＩについて語る場面になった。ここ
でＡＩの技術論を語るつもりはないが、ここ数年
は特にＡＩの具体的な活用が急速に進歩してい
る。最先端としては、医療技術分野での画像解析
だろうが、特定の悪性腫瘍の発見においては90％
を超す予測を可能にして医療技術者に貢献してい
る。さて、このような目覚ましい進化を遂げつつ
ある、ＡＩのことを一般的に「人工知能」と日本
語で表現しているが、ＡＩ自身の言葉の定義が存
在していないことをご存知だろうか。総務省は、
平成28年度の情報通信白書の中で、これを正直に
認めて次のように説明している。
　『人工知能（ＡＩ）は、大まかには「知的な機械、
特に、知的なコンピュータプログラムを作る科学
と技術」と説明されているものの、その定義は研
究者によって異なっている状況にある（上図参
照）。その背景として、まず「そもそも『知性』
や『知能』自体の定義がない」ことから、人工的
な知能を定義することもまた困難である事情が指
摘される。』
　ＡＩは「artificial intelligence」の略語であり、
総務省は「知能（intelligence）」の部分を問題に
している。これは、脳科学の進展状況から考える
とその通りであり、これから定義が定まる可能性
も出てきているが、私は日本語で「人工」と訳し
ている「artificial」の方も大きな問題があると考
えている。語源であるラテン語「artificialis」か
ら考えると、この言葉は「skill」と「art」が結
びついた言葉と理解すべきで、「リベラル・アー
ツ」に近い言葉と考えるべきものなのである。「リ
ベラル・アーツ」は、ギリシャ・ローマ時代に源
流を持ち、Wikipediaによると“「人が持つ必要が
ある技芸（実践的な知識・学問）の基本」と見な
された自由七科のことである。具体的には文法学・
修辞学・論理学の３学、および算術・幾何（幾何
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学、図形の学問）・天文学・音楽の４科のこと。”
を指す。最近は大学の学科名にしたりすることも
多いが、どちらかというとグローバルということ
が強調される傾向にある。しかし、私はいわゆる
「理系」「文系」の区別をつけずに学問を学んでい
くことと捉えたい。どちらの学問も等しく重要で、
区別ができないということだ。
　なぜならば、そうした知性もしくは知能を磨い
ていかなければ、今後の科学技術のベースとなる
ＡＩの発展が図られなくなるからである。
データサイエンティストはセクシーである
　このタイトルは、米『ハーバード・ビジネス』
2012年10月号に記載された言葉からの引用だが、
ビッグデータという膨大なデータを分析し、デー
タから新たな知見を見出す職業が日本でも非常に
注目され、もてはやされている。下図に示すよう
に、ＡＩといっても様々な学習方式があり、現在
最も注目を集めているのが機械学習の中に含まれ
る深層学習（ディープラーニング）である。
　さらにこの機械学習でどのようにデータを活用
するかについては、上図のように「学習」と「推
論」のプロセスに分かれる。有能なデータサイエ
ンティストやデータアナリストがこの主要な部分
を担当することになる。
　ＡＩはこれまで科学者が行ってきた「仮説」を
まず決めて、それを実際のデータで検証していく
という「仮説駆動型」のアプローチを、全く異な
るアプローチ「データ駆動型」に変換したといわ
れている。膨大に存在するデータを分析して、そ
の中からルールを見つけ出して適合するモデルを
作り上げていく方式である。この試行錯誤を繰り
返しながら決定していく仕事の中心を担う役割が
データサイエンティストに割り当てられており、
対象となる領域は実に様々である。現在は画像認
識や音声認識の分野で深層学習が非常に能力を発
揮しつつあるので、先にも書いたように医療分野
や一部のコールセンターでの顧客対応補助として
の使用が活発化されている。日本でも、今後は農
業、漁業、運輸、製造、保険、等の領域へ対象が
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拡大することが予定されており、それぞれの分野
でデータサイエンティストが必須の仕事となって
くる。このような大きな期待と責任を持つデータ
サイエンティストがどのような勉強をして能力を
鍛えていくべきかを考えてみたい。
　上の２つの図はＩＣＴ大手企業で社内技術者、
社会人及び学生を対象にして、データサイエンテ
ィスト育成の教育プランをまとめたものだが、３
つの円で囲まれた図にある「ビジネス力」と書か
れた能力が実は非常に重要であると私は考える。
データサイエンスやそれに伴う技術革新は日々進
化しており、しかも一般的にそれらの進歩した技
術や手法は殆ど全てオープン化されているので、
やる気があって着実に努力していれば技術動向を
捉えてより先を目指すことは可能である。学生で
あっても極端に言えばどんなに若くても一定の能
力さえあれば先進的なスキル習得の流れに参加す
ることができる。むしろそうした若者をもっと増
やすべきだろう。しかし、データサイエンティス
トを志望する人間には、この「ビジネス力」が必
要となるといわれても当惑するはずだ。コメント
に書かれている実業務の知識とコミュニケーショ
ン能力が、具体的に何を指すのかが非常に不明瞭
である。特にこれから社会人となる学生にとって
は、職務経験年数や対象とした顧客数のことを言
われると全く太刀打ちできない。経験を重ねるこ
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との意義は否定しないが、そのための共通的な基
盤がどんなコンテンツを含み、何故それが必要な
のかを学生のうちに勉強しておくことがまず第一
に必要となる。このコンテンツの探究という勉強
は学生時代に終わるものではなく、その後も引き
続き必要となるものである。私は、ここにこそ、「リ
ベラル・アーツ」を学ぶ価値があると考える。
『Googleの猫』の意義
　深層学習（ディープ・ラーニング）を一躍有名
にし、この学習法の有効性を万人に明らかにした
『Googleの 猫 』 と 名 図 け ら れ た 事 例 が あ る。
Google社が、2012年に自社の管理するYouTube
の動画から、1,000万枚に及ぶ画像を選び、それ
を入力データとしてＡＩを使い「猫の画像」を識
別したと発表したことである。これによって現在
の第３次ＡＩブームが起きたといわれているが、
この深層学習は脳神経細胞の構造をモデル化した
「ニューラルネットワーク」を用いて行われてい
る。カナダのトロント大学の教授である、ジェフ
リー・ヒントンがその開発の中心人物と言われ、
現在でも活発な活動を行っているが、彼があるブ
ログに次のような発言をしていることを知り、私
は興味を持つとともにその発想法に感心した。
　「脳のシナプスは10の14乗個あるが，人は10の9
乗秒しか生きられない。サンプル数よりパラメー
タ数の方がずっと多いことになる。（これらのシ
ナプスの重みを決定するためには）１秒あたり10
の5乗個の制約が必要となり、多くの教師なし学
習をしているとの考えに行き着く」
　これは、機械学習の種類に以下の３種類あり、
その中で特に、「教師なし学習」の重要性を訴え
た記述の一部である。「教師なし学習」が今後の
ＡＩ技術の中心になることは多くの学者が認めて
いることだが、それを説明する一節にこの言葉が
あった。私はまず、脳のシナプス数と人間の生存
時間を10の階乗というデメンションを合わせた数
字で表現していることに驚かされた。純粋に計算
してみると、実はこの３倍近く人間は生きるが、
人間の記憶情報の入れ替わり（彼はtabula rasaと
書いている）を意識しての表現らしい。こうした
表現を見せられると、こんな発想をする人がどん
な研究しているか興味を持つ人も少なからずいる
のではないだろうか。
　ちなみに、Googleの猫も教師なし学習で猫画像
等を認識したものだ。
　これとは、異なるが最近の、海外の物理学者な
どが、一般の読者向けに学問的なレベルをできる
だけ落とさずに書いた本が、非常に面白い。内容
や表現もそうだが、その著者が身に付けている知
識の幅が非常に広いのである。（例えば、カルロ・
ロベッリの書いた“時間は存在しない”の各章の
冒頭はホラティウスの『歌集』の一節をとってい
るように）所謂、専門に偏った感じがしない。こ
うした知識は幼少期からの様々な分野にわたる学
習の繰り返しによって身に付けられたものだし、
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その後も興味を持って本職とは別の分野の勉強や
読書などを行った成果だと思う。
まとめ　ＡＩの学習と「読解力」に寄せて
　さて、大きくＤＸの日本での進展状況（先進中
小企業事例の紹介）とＡＩで必要とされる学習能
力（ＰＩＳＡ2018の結果も踏まえて）の検討を行
ってきたが、最後に少子高齢化が先進技術国で最
速で進む日本でデジタル化をいかに進めるべきか
を確認してまとめとしたい。
・ 「How to」を先行ではなく「Why」「What」を
重点にした教育を行う
　ＤＸ事例のところで述べたことだが、ツールの
利用方法や運用に注意が向いてしまうと、肝心の
コンテンツ（どうしてそれを行うか、なぜそれが
必要なのか）があいまいなってしまい、何を学ん
だのかが分からなくなってしまう。デジタル化が
進展すればするほど、教える側のコンテンツ作成
は重要になってくる。ＩＣＴ技術は変化が激しい
ので、ある程度はＡＩによってカバーすることは
できるが、あくまでも人間が中心であることに変
わりはない。また、ＡＩの部分でも述べたが、こ
れからはデータを使って予測モデルを立てること
が普通になる。これまでの仮説検証ではない。こ
の場合には、これまで以上に人間の判断能力が問
われることになるので、「Why」「What」を常に
考える教材コンテンツを準備すべきだと思う。
・「リベラル・アーツ」の学習を改めて強化する
　ＡＩでは、巨大なデータを解析して、これまで
存在しないようなモデルが提示される可能性もあ
る。ＡＩが出現以来、既存の情報から特徴を抜き
出して絵を描かせたり、作曲をさせたり、小説を
書いたりという試みが現在でも様々に行われてい
る。しかし、これらを見たり、聞いたり、あるい
は読んだりして、感覚的に違和感を持つ人がおそ
らく大多数なのではないだろうか。その違いこそ、
人間の人間たる所以であると私は考えている。そ
して、常日頃から読書をしたり音楽鑑賞したりし
て、積極的に人間的な感性を養うことが是非とも
必要だと思う。電子書籍も便利だが、やはり紙の
本で読む感覚が大切だ。分析不足のため、今回は
省略するが、2022年度から実施されることになっ
ている新学習指導要領で高校の国語が、「論理国
語」と「文学国語」に分けられる。果たして、こ
れが高校生にとって有効な学習になるのか、私は
疑問を禁じ得ない。
　その私の思いを、実に丁寧に表現してくれた文
章を須賀敦子氏が書かれていたので、最後のまと
めとして付記させて頂く。
（須賀敦子　池澤夏樹芥川賞受賞作「スティル・
ライフ」解説より）
　～この作品がもっとも読者をとらえる理由のひ
とつは、やはり、この作者特有の抒情性、まった
く予期しない方角から攻めてきて、あっと思った
ときには、完全にこちらをとりこにしてしまって
いる、新しい質の抒情性だろう。たとえば、雪の
描写がある。
　「雪が降るのではない。雪片に満たされた宇宙
を、ぼくを乗せたこの世界の方が上へ上へと昇っ
ているのだ。静かに、滑らかに、着実に、世界は
上昇を続けていた。ぼくはその世界の真中に置か
れた岩に座っていた。岩が昇り、海の全部が、膨
大な量の水のすべてが、波一つ立てずに上り、そ
れを見るぼくが昇っている。雪はその限りない上
昇の指標でしかなかった」
　こんな文章が、雪について、かつて書かれたこ
とがあるだろうか。日本でも、おそらくは世界の
どの言葉でも。それでいて、私たちの多くが経験
したことのある、あの呼吸を拒否したくなるよう
な、雪片にとじこめられた、果てしない瞬間の重
なりのような時空での、気象現象とヒトのひそや
かな結びつきを、あますところなく伝えている。
ここで読者を感動させるのは、修辞、あるいは表
現の入れ換えによる新しさではなくて、思考の奥
行き、あるいはシンタックスそのものに手を加え
ることによって、ヒトは地球の一点に、古色蒼然
とした思考の修辞で縛りつけられているのではな
いことを証明し、そうすることによって、かぎり
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ない安堵感を読者にもたらすような種類の新しさ
である。このような文章は、新しい自由、新しい
救済の可能性をさえ示唆するかにみえる。
　話が飛躍するようだけれど、数年前、ガリレオ・
ガリレイの文体についてイタリアの若い研究者が
書いた論文をよんで、つよい感銘をうけたことが
ある。十六世紀の画期的な天文学者として知られ
ているガリレオの文体が、簡潔直截で、彼以前の
イタリア語の修辞に富んだ長々しい文体から一歩
履み出したものであり、それが彼の革命的な論旨
を表現するにはもっとも適したものであったと、
例をひいて述べられてあった。（中略）
　文学と科学が、まったく別々のものとして考え
られるようになったのは、そう遠いことではない
（事実、ガリレオにも、『神曲』についての、今日
なら文学者しか書かないだろうような、専門的な
論文がある）。それなのに、私たちの多くは、こ
の二つの分野を、まったく相容れない言語世界に
属するもののように教えられてきた。著名な数学
者とか物理学者というような人たちも（もしかし
たら、とくに日本に多いのかもしれないけれど）、
文章を書くと、たちまち道学者めいたりして、内
容、文体ともに、まるでアインシュタイン以前の
ような古めかしさを感じさせることが多い。
　そんな中で、池澤夏樹の作品の世界は、なんと
いえばよいのだろうか、この分断された世界の傷
口を閉じ、地球と、地球に棲むものたちへの想い
をあたため、究極の和解の可能性を暗示するかの
ようである。こういうのが、あたらしい言語では
ないか、といった感動まで運んできてくれる。文
化というものが、根源的に、モノとモノ、モノと
ヒトとの結びつきについて語るべきものであるの
なら、池澤の文学は、つねにその方向にむかって
歩いていく。
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